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　高齢化が急速に進むなか、高齢者の就業促進が焦眉の急だ。だが、高齢者雇用
が若年層などの雇用を奪うのではという懸念もある。高齢者の就業促進をいかに実
現するか。経済産業研究所（RIETI ）と労働経済学に関する世界的研究機関である
労働問題研究所（IZA ）は 5月下旬、共同でシンポジウムを開催し議論を行った。
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